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Ⅰ.事 業 の 概 要 



- 2 - 

 

１ 事業の背景 

 

（１）地区の立地状況 

①地勢 

 利根中央地区は、関東平野のほぼ中央に位置し、関係市町は、埼玉県の北東

部の加須市、羽生市から、南は埼玉県南部の三郷市、八潮市までの 10 市３町で

ある。 

 地区の北部及び北東部に利根川が流れており、地区の東側で利根川から江戸

川へ分流している。利根川は群馬県の大水上山を水源とし、太平洋へと注ぐ全

長 322km の一級河川で、流域面積は関東平野全体に広がる日本最大の河川であ

る。 

 本地区は、江戸時代からの有数の穀倉地帯であり、現在においても大消費地

である首都圏にあることから、農業立地条件に恵まれた地域である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 位置図】        出典：『利根中央事業誌』 

 

②地質、土質 

 本地区の地質は、第四紀完新世～更新世に形成された粘土層、砂層、礫層な

どからなっている。砂層や礫層は地下水が豊富であるが、粘土層は軟弱であり、

地盤沈下を生じやすい地質となっている。 

 

③気象 

 本地区の気象は、典型的な太平洋側気候であり、年間の平均気温は 14～16℃

で夏は蒸し暑く、冬は朝晩の冷え込みが強い。年間降水量は 1,200mm 程度であ

り、利根川流域内では最も少ない地帯であるが、６月から７月初めの梅雨時期
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と９月から 10 月初めの秋雨時期に最も降雨量が多い。 

【表 気象状況】          (単位：℃、mm) 

観測所名 
利根川上流 

工事事務所 
かんがい期 非かんがい期 摘    要 

観測期間 
昭和 30 年～ 

昭和 61 年 
4 月～9月 10 月～3月 

計又は平均

 

平 均 気 温（℃） 21.1 8.1 14.6  

平 均 (mm) 736 347 1,083  
降水量 

基準年 (mm) 489 372 861 昭和 39 年 

平 均 (日) 38 66 104  
降水日数 

基準年 (日) 44 57 101 昭和 39 年 

根 雪 期 間 な   し  

無 霜 期 間 4 月 14 日～11 月 7日   208 日間 熊谷気象台 

最 多 風 向 ＮＷ 最大風速 23.7m/s 

熊谷気象台 

最多風向発生時期:9 月～4月 

最大風速発生年月日:昭和 61年 12月 20日

出典：『国営利根中央土地改良事業計画書』 

 

④水利条件 

 現存する大部分の利水施設は江戸時代に開設され、その後、明治時代になっ

て本地区の農業水利形態がほぼ確立された。昭和 38 年度からの利根導水路建設

事業により、葛西用水路土地改良区などの９つの土地改良区が利根川からそれ

ぞれ取水していた８つの取水口を廃止し、利根大堰に統合した現在の農業水利

形態へと変貌した。 

 近年では、施設の老朽化、地盤沈下、河床の低下等の影響もあり、施設機能

が低下していた。  

 

（２）事業化の経緯と目的 

①事業の背景 

 昭和 20 年代後半からの首都圏の目覚ましい発展に伴い、水道用水を中心に都

市用水の需要が著しく増大し、昭和 30 年代には東京都の水不足が顕著になって

いた。一方、農業用水についても、利根川の渇水や河道変動により取水が困難に

なり水不足が深刻な状態であった。このため利根川水系の総合的な水資源開発計

画の一環として、利根川上流部のダムから都市部への導水及び農業用水の安定供

給、隅田川の河川浄化を目的として昭和 38 年度に利根導水路建設事業が着手さ

れた。 

また、昭和 40 年代の工業化・都市化の進展により、本地域周辺においては水

需要が著しく増加するとともに、地下水のくみ上げにより地盤沈下が問題となっ

ていた。そこで、埼玉県は、都市化の進展に伴う農地減少による農業用水の余剰 
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水を、農業側への安定した用水供給と、都市側の水需要への対応を実施するため、

昭和 43 年度から中川水系農業水利合理化事業（第１次）を立ち上げた。 

その後、中川水系では、都市化や混住化による農業水利の諸問題のほか、施設の

老朽化等により、取水困難な状況が毎年のように発生し、これを解決するため、埼

玉県は昭和 56 年度から５か年計画で中川水系農業水利再編調査を実施した。 

埼玉県は昭和 60 年に国の直轄調査の実施を要望し、農林水産省は、昭和 61 年度

から平成２年度の５年間で調査を実施し、平成２年度には利根中央地区事業計画の

概要を発表した。 

 また、農林水産省は、地域の状況や農業用水再編整備計画が樹立されていること

などを踏まえ、新たに農業用水再編対策事業を創設し、利根中央地区が適用第１号

の地区として大蔵省に認められた。 

 平成５年５月に国営利根中央地区土地改良事業計画を決定し、同年７月に工事着

手することとなった。 

 

②事業の目的 

 本地区は、大消費地である首都圏に位置し、食料等の供給基地として発展が期待

されている。しかし、昭和 40 年代の急激な都市化の影響による農地転用の進展や、

農業水利施設の老朽化が著しく、地盤沈下、河床の低下等の影響もあって、施設の

機能が低下している状況にあった。 

また、都市部の水需要の急増に対し新規水資源開発が困難な中で、都市近郊にお

ける農地転用の状況から、農業用水の合理化によって生み出される水を都市用水に

転用する農業用水合理化事業への要請が高まっていた。 

このため、都市用水事業と共同して用水系統の再編成や水利施設の整備を行い、

農業用水の安定供給、維持管理の適正化を図り、農業経営の安定化、近代化に寄与

するとともに、本事業の実施によって結果的に生じる農業用水の余剰水を都市用水

に転用することを目的として事業が実施された。 

 

③事業の概要 

ア 当該事業（国営かんがい排水事業） 

項 目 事業計画(Ｈ４) 事業評価時点(Ｈ21) 

地区名 利根中央 同左 

関係市町 

(H22.3.23 

現在) 

加須市､春日部市､羽生市､草加市､

越谷市､久喜市､八潮市､三郷市､幸

手市､北埼玉郡大利根町､南埼玉郡

宮代町､北葛飾郡栗橋町､鷲宮町､杉

戸町､松伏町､吉川町､庄和町 

加須市(旧加須市､北埼玉郡大利根

町)､春日部市(旧春日部市､北葛飾郡

庄和町)､羽生市､草加市､越谷市､久

喜市(旧久喜市､北葛飾郡栗橋町､鷲

宮町)､八潮市､三郷市､幸手市､吉川

市､南埼玉郡宮代町､北葛飾郡杉戸

町､松伏町 
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事業費 24,800 百万円 31,054 百万円 

工事期間 Ｈ４～Ｈ13  Ｈ４～Ｈ15  

受益面積 12,760ha 11,306ha 

主要工事 葛西用水路改修     12 ㎞ 

北側用水路改修      7 ㎞ 

金野井用水路改修     8 ㎞ 

二郷半領導水路改修    3 ㎞ 

支線用水路改修         106 ㎞ 

金野井揚水機場新設 

二郷半領揚水機場新設 

葛西用水路改修     12 ㎞ 

北側用水路改修      7 ㎞ 

金野井用水路改修     8 ㎞ 

二郷半領導水路改修    2 ㎞ 

支線用水路改修          90 ㎞ 

金野井揚水機場新設 

二郷半領揚水機場新設 

 

イ 関連事業（水資源機構営事業） 

項 目 事業計画(Ｈ４) 事業評価時点(Ｈ21) 

受益面積 11,620ha 10,576ha＊ 

事業費 12,306 百万円 14,107 百万円 

進捗率 － 100% 

＊は、Ｈ18 値 

ウ 関連事業（県営ほ場整備事業） 

項 目 事業計画(Ｈ４) 事業評価時点(Ｈ21) 

受益面積 手子林第二地区 71.2ha 

手子林第三地区 98.0ha 

同 左 

同 左 

事業費 2,717 百万円(両地区計) 1,565 百万円(両地区計) 

進捗率 

(面積ﾍﾞｰｽ) 

－ 

－ 

手子林第二地区 100% 

手子林第三地区  19％ 

 

出典：『国営利根中央土地改良事業計画書』 

『利根中央事業誌』 
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【写真-葛西用水路(加須市)】      【写真-北側用水路(久喜市（旧鷲宮町)）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真-南方用水路(羽生市)】    【写真-島中領幹線用水路(加須市（旧大利根町)）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真-二郷半領用水路(三郷市)】      【写真-金野井揚水機場(春日部市)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【写真-二郷半領揚水機場(松伏町)】    

 

出典：『利根中央事業誌』 
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２ 位置図 
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Ⅱ.評 価 項 目 
 ここで用いる統計数値は、関係市町における合計値であるが、各市町の耕地面積に占める受益面積の割合

は以下のとおりである。 

 

     

       

注：受益面積…事業計画時点の受益面積 

耕地面積…『埼玉農林水産統計年報』(平成３年)の耕地面積 

 

また、「１ 社会経済情勢の変化」においては、本事業に関係する市町（以下「関係市町」という。）と

埼玉県の統計数値を比較しているが、関係市町の農業の埼玉県内に占める地位は以下のとおりである。 

 

関係市町農業の県内に占める地位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ １：『平成 19 年全国都道府県市区町村別面積調』、２･３：『国勢調査』(平成 17 年) 

４～11：『農林業センサス』(平成 17 年)、12～14：『埼玉農林水産統計年報』(平成 19 年) 

15～23：『埼玉農林水産統計年報』(平成 17 年) 

受益面積(田) 

(ha) ① 

耕地面積(田) 

(ha) ② 

受益面積の耕地面積に 

占める割合①/②(％) 

備   考 

12,760 19,898 64.1  

単位 関係市町 埼玉県計
関係市町の占

める割合(％)
備　　考

1 ha 52,709 376,709 14.0

2 戸 545,937 2,650,115 20.6

3 人 1,492,947 7,054,243 21.2

4 戸 17,503 79,273 22.1

専業農家 5 戸 2,112 11,121 19.0

第１種兼業農家 6 戸 1,583 8,140 19.4

第２種兼業農家 7 戸 9,514 33,460 28.4

自給的農家 8 戸 4,294 26,552 16.2

9 人 70,301 326895 21.5

10 人 22,140 74,454 29.7

11 人 14,260 68,460 20.8

12 ha 19,235 83,000 23.2

田 13 ha 15,215 46,000 33.1

畑 14 ha 3,991 37,000 10.8

15 千万円 3,320 19,330 17.2

米 16 千万円 1,472 4,400 33.5

麦･雑穀･豆類 17 千万円 46 660 7.0

野菜 18 千万円 1,365 8,130 16.8

果実 19 千万円 68 670 10.1

花き 20 千万円 130 1,760 7.4

畜産 21 千万円 204 3,330 6.1

その他 22 千万円 35 380 9.2

23 千万円 1,291 7,640 16.9

耕地面積の数値は田畑

の計と合わない。

生産農業所得

項　　　　　　目

農

家

土

地

農

業

生

産

耕地面積

農業産出額

農業就業人口

基幹的農業従事者数

農家数

総土地面積

総世帯数

総人口

総農家世帯員数
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１ 社会経済情勢の変化 

（１）社会経済情勢の変化 

①人口等の推移 

平成 17 年の関係市町の人口は約 149 万人であり、平成２年の約 136 万人と比べ

９％増加しており、埼玉県の人口も 10％増加でほぼ同様の傾向である。世帯数に

ついては、平成２年から平成 17 年までの増加率は、関係市町、埼玉県ともに 30％

と同様の傾向である。 

 

【人口及び世帯数（関係市町）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『国勢調査』 

※関係市町は埼玉県の加須市（旧加須市、大利根町）、春日部市（旧春日部市、北葛飾郡庄和町）、

羽生市、草加市、越谷市、久喜市（旧久喜市、栗橋町、鷲宮町）、八潮市、三郷市、幸手市、吉

川市、北葛飾郡宮代町、杉戸町、松伏町の 10 市 3町である。          

 

【人口及び世帯数（埼玉県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『国勢調査』 

 

1,364,101
1,450,247 1,477,889 1,492,947

420,112
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人口 世帯数

6,405,319

6,938,006 7,054,243
6,759,311

2,044,234
2,289,138 2,482,374 2,650,115

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000
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(人・世帯）

人口 世帯数
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②産業別就業者の動向 

 関係市町の平成 17 年の産業別就業者数は 756,749 人となっており、平成２年の

692,855 人と比較すると９％の増加となっている。うち、第１次産業就業者の占

める割合は、3.4％から 1.9％と 1.5 ポイント減少しており、埼玉県も 1.3 ポイン

トの減少とほぼ同様の傾向である。 

【産業別就業者数（関係市町）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『国勢調査』 

【産業別就業者数（埼玉県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『国勢調査』 

 

【産業別就業者数の割合】    

 

 

 

 

 

注:『国勢調査』のデータから算出。 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

第1次産業 3.4 2.6 2.1 1.9

第2次産業 37.0 34.5 31.7 28.3

第3次産業 59.6 62.9 66.2 69.8

関　係　市　町

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

第1次産業 3.5 2.8 2.4 2.2

第2次産業 36.5 33.6 30.6 26.8

第3次産業 60.0 63.6 67.0 71.0

埼　玉　県

23,223 20,147 16,410 14,101

256,414 263,177 242,281
214,012

480,579
506,002 528,636

413,218

692,855

763,903 764,693 756,749
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(人）
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1,178,007 1,178,655
1,078,947

942,028

1,941,667

2,234,324
2,364,576

2,490,803

3,231,551

3,512,969 3,528,376 3,509,189

0
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(単位:％) (単位: ％) 
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（２）地域農業の動向 

①耕地面積の動向   

 耕地面積は、関係市町では平成２年の 22,923ha から平成 19 年の 19,235ha へ

16％減少し、埼玉県では平成２年の 98,400ha から平成 19 年の 83,000ha へ 16％

減少し、同様の傾向である。 

  

【耕地面積（関係市町）】          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『埼玉農林水産統計年報』 

        

【耕地面積（埼玉県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『埼玉農林水産統計年報』 
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②耕作放棄地の状況 

農林業センサスによる耕作放棄地面積については、関係市町では平成２年の

531ha から平成 17 年の 838ha へ、埼玉県では平成２年の 4,700ha から平成 17 年

の 6,138ha へと、いずれも増加している。 

しかし、耕地面積に占める割合は、関係市町では平成２年は 2.3％、平成 17

年は 4.4％であるのに対し、埼玉県では平成２年は 4.8％、平成 17 年は 7.2％と

なっており、いずれの時点でも関係市町の方が小さくなっている。 

 

【耕作放棄地面積】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：『農林業センサス』 

 

【Ｈ２及びＨ17 の耕作放棄地の耕地面積に占める割合】 

 

 

 

 

 

 

出典：『埼玉農林水産統計年報』及び『農林業センサス』 

注:耕作放棄率は、『埼玉農林水産統計年報』及び『農林業センサス』のデータから算出。 

 

 

 

 

 

 

 

（ha） 

531 439
803 838

4,700
4,420

5,951 6,138

0
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4,000
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8,000

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ１２ Ｈ１７

関係市町 埼玉県

Ｈ２ Ｈ１７

耕地面積（ha） 22,923 19,235

耕作放棄地（ha） 531 838

耕作放棄率（％） 2.3 4.4

関係市町

Ｈ２ Ｈ１７

耕地面積（ha） 98,400 84,800

耕作放棄地（ha） 4,700 6,138

耕作放棄率（％） 4.8 7.2

埼玉県
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③農家数及び専兼別農家数の動向 

 関係市町の総農家数は、平成２年における 23,133 戸から、平成 17 年の 17,503

戸へ 24％減少し、埼玉県では平成２年の 104,262 戸から、平成 17 年の 79,273 戸

へ 24％減少し、同様の傾向である。 

 

【総農家数（関係市町）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 

 

【総農家数（埼玉県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 
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 関係市町では、平成２年の専兼別農家数に占める第２種兼業農家の割合が

80.2％で埼玉県の 70.1％を上回っている。 

一方、専業農家数は、関係市町、埼玉県とも平成７年から増加傾向にある。 

また、男子生産年齢人口のいる専業農家数は、埼玉県は減少を続けているが、

関係市町は、平成 17 年に増加に転じている。 

 

【専兼業別農家数の割合（関係市町）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 

 

【専兼業別農家数の割合（埼玉県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 
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【専業農家のうち男子生産年齢人口のいる農家数（単位：戸）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 
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④経営規模別農家数の動向 

 平成２年と平成 17 年の 1.5ha 以上の経営規模別農家数の割合は、関係市町、埼

玉県とも減少しているが、平成 17 年では埼玉県の 13.3％に対して関係市町の方

が 14.8％と高くなっている。 

 また、戸当たり耕地面積は、平成２年では関係市町が 0.99ha／戸、埼玉県が

0.94ha／戸、平成 17 年では関係市町が 1.12ha／戸、埼玉県が 1.07ha／戸と、い

ずれも関係市町が上回っている。 

【経営別農家数の割合（関係市町）】 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

     

出典：『農林業センサス』 

【経営別農家数の割合（埼玉県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 

 

 

 

 

 

注：『埼玉農林水産統計年報』及び『農林業センサス』のデータから算出。 

ha/戸

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

関係市町 0.99 1.03 1.07 1.12

埼玉県 0.94 0.99 1.04 1.07

1戸当たり耕地面積【1戸当たり耕地面積】 
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⑤年齢別農業就業人口の動向 

 農業就業人口が関係市町、埼玉県とも減少する中で、29 歳以下の年代の占める

割合は増加しており、関係市町では、平成 2年の 3.5％から平成 17 年の 4.2％へ

0.7 ポイント増となっている。 

 

【年齢別農業就業人口の推移（関係市町）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 

 

 【年齢別農業就業人口の推移（埼玉県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 

14,040

9,524

6,879

5,697

11,381

13,528

13,807

13,325

1,203 774 1,094 929

7,265
5,223 3,731

2,189

33,889

29,049

25,511

22,140

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

（人）

15～29歳 30～49 50～64 65歳以上 計

65,024

44,817

30,528

24,970

41,871

47,126

39,980

34,605

6,740 4,714 5,354 4,029

34,902
24,851 17,664

10,850

148,537

121,508

93,526

74,454

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

（人）

15～29歳 30～49 50～64 65歳以上 計



- 18 - 

 

【年齢別農業就業人口の割合（関係市町）】 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 

 

【年齢別農業就業人口の割合（埼玉県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 
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⑥基幹的農業従事者数の動向 

 基幹的農業従事者数は、関係市町、埼玉県とも減少傾向にあるが、関係市町で

は、平成２年から平成７年までの間は 16.6％減少したのに対し、平成 12 年から

平成17年までの間の減少率は3.3％と基幹的農業従事者の減少に歯止めが掛かり

つつある。 

     注：「基幹的農業従事者」とは、農業就業人口のうち、ふだん仕事として主に農業に従事している

人をいう。 

【基幹的農従事者数の推移（関係市町）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 

【基幹的農従事者数の推移（埼玉県）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『農林業センサス』 

 

 

 

 

 

注：『農林業センサス』のデータから算出。 
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【基幹的農業従事者数の減少率】 

Ｈ２～Ｈ７減少率 Ｈ12～H17減少率

関係市町 16.6 3.3

埼玉県 16.9 8.2

（単位：％） 
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⑦農業産出額の動向 

 関係市町の農業産出額については、平成２年の 4,883 千万円から平成 17 年の

3,433 千万円へと 29.7％減少している。平成２年から平成 17 年までの間の品目別

の動向をみると、米、果実及び花きの減少率は、全体額の減少率を下回っており、

特に花きは 9.3％と最も低い。 

 また、平成２年から平成 17 年にかけての品目別構成をみると、いずれの時点も

米と野菜の割合が大きいものの、品目別割合においては、大きな変化はない。 

 

【農業産出額の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注:計は、作物ごとの積み上げにより算出。 

出典：『埼玉農林水産統計年報』 

 

【農業産出額の品目別割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    出典：『埼玉農林水産統計年報』 

 

   

 

(単位：千万円)

作物 Ｈ２ Ｈ７ Ｈ１２ Ｈ１７ 増減率（Ｈ17/Ｈ２）

米 2,191 2,412 1,863 1,709 △22.0％

麦・雑穀・豆類 156 99 80 55 △64.7％

野菜 1,705 1,537 1,226 1,195 △29.9％

果実 84 79 75 66 △21.4％

花き 151 170 235 137 △9.3％

畜産 581 394 301 263 △54.7％

その他 15 9 12 8 △46.7％

計 4,883 4,700 3,792 3,433 △29.7％
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⑧地域農業の振興方向 

本事業の受益地区は、埼玉県の８つの農林業振興地域のうち、北埼玉地域と埼

葛地域に位置している。 

両地域と隣接する北足立地域を加えた３地域の農業振興方向を比較した結果、

北埼玉地域と埼葛地域の農業振興方向は、北足立地域と比較して高い農業ポテン

シャルを背景に、大規模水田農業をはじめとする多様な農業を目指している。 

 

 

【埼玉県農林業振興地域区分図と関係市町】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 関係農林業振興地域別の取組方向と目標経営モデル 

平成 15 年度に策定された「埼玉県民の健康とくらしを支える食料･農業･農

山村ビジョン」における３地域の取組方向を比較すると、北埼玉地域は大規模

水田農業の推進を目指している。また、埼葛地域は、生産物の高付加価値化や

複合経営を図る一方で都市住民への地域農業・農地・水の大切さへの理解に向

けた取組など隣接する都市と農業・農村との共存を踏まえたものとなっている。

これに対し、北足立地域は「消費者と交流する都市型直売農業」や「都市化の

中の緑地空間を活かした見沼農業」など都市化を前提に取組方向が定められて

いる。 

また、目標経営モデルに関し、野菜を主体とした経営モデルをみると、北埼

玉地域及び埼葛地域では、露地野菜に加えて施設野菜についても積極的に進め

られている。 

 

 

 

「北埼玉地域」：行田市、加須市、羽生市、鴻巣市（旧川里町）、

                    騎西町、北川野辺町

「埼葛地域」：さいたま市(旧岩槻市)、春日部市、越谷市、久喜市、

                八潮市、三郷市、蓮田市、幸手市、吉川市、宮代町、

                白岡町、杉戸町、松伏町

「北足立地域」：さいたま市、川口市、鴻巣市、上尾市、草加市、

                   蕨市、戸田市、鳩ヶ谷市、朝霞市、志木市、和光市、
                   新座市、桶川市、北本市、伊奈町

注：①「北足立地域」のさいたま市は、平成12年まで浦和市＋大宮
　　　 市、平成18年は旧岩槻市を除くさいたま市の面積とする。また、

    　 鴻巣市は、平成18年まで旧鴻巣市のみ（旧川里町除き）の面

　　　 積とする。
    ②下線は、本事業関係市町。草加市は北足立地域に含まれる

　　　 が受益地面積の割合が小さいので、本分析では北足立地域

　　　 を「比較地域」扱いとした。

出典：埼玉県ホームページ
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【関係農林業振興地域別取組方向、目標経営モデル】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）目標経営モデルのうち、花き関係のすべてのモデルは県全域対象のため省略。 

出典：『埼玉県民の健康とくらしを支える食料･農業･農山村ビジョン』 

 

イ 農産物のブランド推進 

県では、各界の専門家からなる『埼玉農産物ブランド化戦略会議』を設置し、

推進品目の選定や生産対策の検討、ＰＲ活動の展開などに取り組み、平成 21

年度現在、４０品目を推進品目として選定している。 

地域別にみると、北足立地域の４品目に対し、北埼玉地域と埼葛地域は５品

目と多い。また、水稲である「彩のかがやき」は、北埼玉地域と埼葛地域で主

産地となっている。 

【関係地域別ブランド推進品目の主産地】 

 

品目 彩のかがやき こまつな きゅうり いちご くわい ねぎ ﾁｭｰﾘｯﾌﾟ ﾊﾟﾝｼﾞｰ ﾌﾟﾘﾑﾗ類

北埼玉地域 ○  ○ ○    ○ ○ 

埼葛地域 ○ ○   ○ ○ ○   

北足立地域  ○   ○   ○ ○ 

注）畜産、花木、生産量が少ない品目は省略 

出典：『埼玉農産物ブログサイト』 

 

① 豊かな利根川に育まれた大規模水田

農業(農地利用集積、経営体育成、

ほ場整備)

① 食､緑､ふれあう農業(｢暮らしの隣が

産地｣の立地条件を活かした都市農

業、水田や農業用水の多面的役割の

理解)

① 消費者と交流する都市型 直売 農業

（安全で安心な農産物）

② くらしに潤いと安らぎを提供する花

き農業(企業的経営体育成)

② みんなでつくる安全･安心こだわり

産地

② 野菜と植木の伝統ある産地と住民が

ふれあう都市農業

③ 地域住民から親しまれる多彩な都市

近郊農業

③ 人の和･地域の輪がつくる地産地消 ③ 都市化の中の緑地空間を活かした見

沼農業

④ 消費者に信頼される安全農産物の供

給基地｢ほくさい｣

④ 豊かな水が育む良質米のふるさと ④ 消費者ニーズに応えた緑と食料の供

給基地

⑤ 稲作､野菜､果樹の多彩なハーモニー

5 施設きゅうり＋露地野菜

ﾊｳｽ4,000㎡＋1.0ha1,055万円

5 軟弱野菜

ﾊｳｽ3,000㎡＋養液栽培装置2,000㎡

1,257万円

5 軟弱野菜

ﾊｳｽ3,000㎡＋養液栽培装置2,000㎡

1,257万円

6 施設トマト＋露地野菜

ﾊｳｽ3,000㎡＋1.0ha 1,303万円

6 施設いちご＋水稲

ﾊｳｽ3,000㎡＋2.0ha 1,257万円

6 葉物野菜 1.7ha  1,073万円

7 施設いちご＋水稲

ﾊｳｽ3,000㎡＋2.0ha 1,257万円

7 葉物野菜 1.7ha  1,073万円

目

標

経

営

モ

デ

ル

1 水稲＋麦＋大豆(個別経営)　        20ha  1,141万円

2 水稲＋大豆＋餅加工(組織法人経営)  60ha  5,805万円

3 水稲＋麦＋大豆(集落営農経営)　　　30ha  1,480万円

4 水稲＋麦＋大豆＋野菜　　　　　　　12ha  1,007万円

北埼玉地域 埼葛地域 北足立地域

取

組

方

向
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２ 事業により整備された施設の管理状況 

 

 （１）施設の概要 

【水路施設一覧表】 

水  路  名 区分 
延 長 

(km) 

通水量 

(m3/s) 
構   造 

葛西用水路 改修 12 21.30 開水路 

北側用水路 改修 7 4.44 開水路 

金野井用水路 改修 8 3.70 開水路 

二郷半領導水路 改修 2 4.20 管水路 

幹線 

水路 

小 計  29  

支線用水路 改修 90 15.25 開水路、管水路 

合  計  119  

 

【揚水機場一覧表】 

揚  水  機 
機 場 名 

揚水量 

（m3/s） 型  式 口径(m/m) 台数（台）

金野井揚水機場 3.695 横軸斜流 φ900 

φ600 

2 

1 

二郷半領揚水機場 4.199 横軸渦巻 φ800 3 

 

（２）施設の管理状況 

 本事業で造成された土地改良施設は、農林水産省から埼玉県及び葛西・羽生領島

中領土地改良区連合、葛西用水路土地改良区、羽生領島中領用排水路土地改良区へ

管理委託又は譲与がなされ、適切に管理が行われている。 

 なお、水管理に関しては、①合理化用水を生み出すための迅速、公平かつ適正な

管理、②土地改良区区域を越えた農業用水の再編に当たっての公平な農業用水管理、

③広域に分散した施設の監視と的確な制御や安全管理、④施設労力費の節減が求め

られていることから、水管理システムを導入し、地区全体の水管理を一元的に行う

「利根中央総合管理所」を設置している。 
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【写真 利根中央総合管理所】       【写真 利根中央総合管理所 監視室】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【葛西・羽生領島中領土地改良区連合集中管理対象施設】 

集中管理施設 施設名 

遠方制御･監視 遠方監視 

その他関連施設 

埼玉用水  ７箇所(水資源機構からデータ受信)  

 南方用水 
島中領用水 
川辺領用水 
東川用水 

 
(埼玉用水に含む) 
 

  

葛西用水 ﾁｪｯｸｹﾞｰﾄ ３箇所 
(川口･河原･琵琶溜井

各堰) 

ﾁｪｯｸｹﾞｰﾄ               ２箇所
分水路ﾁｪｯｸｹﾞｰﾄ   ２箇所(水資源機構

からデータ受信) 

 

 会の川関連 合流工     １箇所
中川放流工 １箇所

  

 北側用水 取水工   １箇所
ﾁｪｯｸｹﾞｰﾄ  ４箇所

  

中郷･南側用水 取水工   ２箇所   

二郷半領揚水機場 揚水機場  １箇所   

二郷半領導水路１ 分水ﾊﾞﾙﾌﾞ工１箇所  分水ﾊﾞﾙﾌﾞ工    １箇所(手動)

 

二郷半領用水 ﾁｪｯｸｹﾞｰﾄ  ５箇所
揚水機場  １箇所

  

二郷半領導水路２ 分水ﾊﾞﾙﾌﾞ工１箇所   

 新田用水  着水槽               １箇所 ﾁｪｯｸｹﾞｰﾄ          ６箇所
除塵機            １箇所

金野井揚水機場 揚水機場  １箇所   

 金野井用水 ﾁｪｯｸｹﾞｰﾄ  ２箇所 ﾁｪｯｸｹﾞｰﾄ               ３箇所
支線水位               ３箇所

ﾁｪｯｸｹﾞｰﾄ    1 箇所(魚沼堰)

末端分水工      １箇所
除塵機           １箇所

出典:『葛西用水路土地改良区史』 

※ １埼玉用水路の分水工は、水資源機構からデータを受信。 
※ ２会の川合流点までの葛西用水は、水資源機構からデータを受信。 
※ ３北側用水取水工、チェックゲート並びに中郷・南側用水の取水工については、幸手領農業

用水総合管理所からデータを受信。 
※ ４葛西用水路の合流工(会の川合流工)は水資源機構が葛西・羽生領島中領土地改良区連合に

操作委託を行う。 
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（３）維持管理費の変化 

 本事業に関連する施設は、事業実施前は老朽化、地盤沈下及び河床低下により機

能低下がみられ、配水管理に多大な経費と労力を要していたが、本事業の実施によ

り、維持管理費は事業実施前（平成３年）の 341,522 千円／年から事後評価時点(平

成 21 年)の 294,916 千円／年へ節減されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：水資源機構及び土地改良区資料より 

        事業実施前は昭和 56 年から昭和 61 年までの５か年間の平均値(平成３年換算)。 

事後評価時点は平成 15 年から平成 19 年までの５か年間の平均値(平成 19 年換算)。 

 

注：事業計画での費用対効果算定は旧方式(投資効率方式)で算定しており、「利根大堰」

の維持管理費は計上していないため、事後評価時点も同所の数値を控除している。 

294,916

341,522

0 100,000 200,000 300,000 400,000

事後評価時点

事業実施前

維持管理費維持管理費 
（単位：千円／年）


